
特別公務災害及び国際緊急
援助活動特例災害の場 合

傷病特別支給金 認定 

番号 ００００－００００ 
傷病特別給付金

地方公務員災害補償基金東京都支部長 殿 申請年月日      年   月   日 

申請者の住所              

ふ り が な              

氏 名           ○印  

下記の 
傷病特別支給金 

の支給を申請します。
傷病特別給付金 

所属団体名 所属部局名 

氏 名 

  年 月  日生（  歳）

職 名  □常 勤 

□令第１条職員

2 傷 病 等 級 第 級 号 

3 傷病特別支給金申請金額 円

4 
傷病特別給付金

申請金額の計算

（平均給与額） （日数）〔         〕
（1+割増率） 

(A)       円×   × 1 + 100  ×
100
20 ＝ 

円

（日数） 

(B)       ×    ＝ 円

（平均給与額） （傷病補償年金の金額） 
(C)      円×365×

100
80  －         円＝ 円

5 傷病特別給付金申請金額 円

振 込 み 

振込先金融

機 関 名
銀行   支店 ＊受 理 平成 年 月 日

＊傷 病 等 級 第 級 号 

□普通預金 □当座預金
規程第 29条

の 12 の制限
□有 □無

口 座 番 号 １２３４５６７ 
円金給支別特

預金名義者 大久保 五郎 
円金付給別特

送金小切手 
受取先金融

機 関 名
銀行   支店

＊ 通 知 平成 年 月 日

そ の 他

＊
特別支給金

の 支 払
平成 年 月 日

＊

特別給付金

支 払 開 始

年 月

平成 年 月 日

〔注意事項〕 

１ 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。また、該当する□に✓印を記入すること。 

２ 令第１条職員とは、再任用短時間勤務職員等及び常勤的非常勤職員をいう。（P.2～3参照） 

３ 「４ 傷病特別給付金申請金額の計算」の欄の「割増率」は、傷病等級第１級の場合は
100
40 、第２級の場合は

100
45 、第３

級の場合は
100
50 であること。なお、常勤的非常勤職員の場合のこの欄の記入については、別に定めるところによる。

４ 「５ 傷病特別給付金申請金額」の欄には、「４ 傷病特別給付金申請金額の計算」の欄の(A)の金額（(A)の金額が(B)の

金額を超える場合には、(B)の金額）を記入すること。ただし、当該金額が(C)の金額に満たない場合には、(C)の金額を記

入すること。 

５ 「申請者の氏名」の欄は、記名押印することに代えて、自筆による署名をすることができる。 

記載例 26 傷病特別支給金等申請書 

様式第 49号 

申請書 

  
365 

(            ) 

(   ) 

(    ) 

平成２９ １１ １
○○県○○市○○１－１－１

 大
おお

 久
く

保
ぼ

五
ご

郎
ろう

 

○○局○○部

 

主  事 

東 京 都 

大 久 保  五 郎 

昭和３８ ４ １０ ５４ 

✓ 

大
久
保

１，０００，０００ 

 １５，４５７ ２４５ ７５７，３９３ 

１,５００,０００ ２４５ １，００６，８４９ 

 １５，４５７ ３，７８６，９６５ ７２６，４７９ 

 ７５７，３９３ 

○○  ○○ 

✓ 

３ ３ 



平 均 給 与 額 算 定 書 ２号紙 

被災職員の氏名 
及 び 生 年 月 日 年   月   日生

補償の種類 傷病補償年金 

 1 平均給与額算定内訳 

災害発生の日の属する月の前月の末日から起算して過去 3月間の給与 
（通勤手当については、地方公務員災害補償法施行規則第 3条第 5項に規定する各月ごとの合計額） 

給 与 期 間 
  年 月 日から 
  年 月 日まで 

  年 月 日から
  年 月 日まで

  年 月 日から
  年 月 日まで

計 備   考 

総 日 数 日 日 日 日 行（－）
３－８５ 勤務した日数 日 日 日 日 

控 除 日 数 日 日 日 日 

給 

与 

給 料 円 円 円 円 

扶 養 手 当 円 円 円 円 

地 域 手 当 円 円 円 円 

住 居 手 当 円 円 円 円 

通 勤 手 当 円 円 円 円 

時間外勤務手当 円 円 円 円 

宿日直手当 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

計 円 円 円 円 
(Ａ) 法第 2 条第 4項本文による金額 

 （給与総額） （総日数） 
      円÷    ＝     円   銭 (イ) 

寒冷地手当 
災害発生の日の属する月の前月の末日以前におけ 

る直近の寒冷地手当の支給日に支給された寒冷地 

手当の額 

円×5÷365＝     円   銭 (ロ) 

(イ) ＋ (ロ) ＝      円   銭 
(Ｂ) 法第 2 条第 4項ただし書による金額 

日、時間又は出来高払制によ 

って定められた給与の総額 

  （勤務した日数） 

        円÷      ×      ＝    円   銭 (ハ) 

（その他の給与の総額） （総日数） 
        円÷    ＝          円   銭 (ニ) 

(ロ) ＋ (ハ) ＋ (ニ) ＝        円   銭 
(Ｃ) 法第 2 条第 6項による金額（同条第４項本文計算） 

(寒冷地手当の額)  控除日の属する  (その月の総日数) (控除日数)  (減額された給与の額) 

 月の給与の月額 

  
 
 （控除日の勤務に対して支払われた時間外勤務手当等の合計額）          円   銭(ヘ)

(ホ) ＋ (ヘ) ＝        円  銭 (ト) 
（寒冷地手当の額） （総日数） （給与総額） (ト) 

       
（総日数） （控除日数） 

(Ｃ’) 法第 2条第 6項による金額（同条第４項ただし書計算） 
  日、時間又は出来高払制によって定められた給  勤務した日数 

  与の総額(控除日に支払われたものを除く)    (控除日を除く) 

          円÷     × ＝    円   銭(チ) 

（寒冷地手当の額） （総日数） （その他の給与総額） (ホ) 
 
 
       

（総日数） （控除日数） 

(チ) ＋ (リ) ＝     円  銭 

〔注意事項〕別紙参照。 

別 紙

〔  〕×5 

365 
×＋ ÷ － ＝ 円 銭(ホ)

×5 

365 

日－ 

× ＋ －

＝ 円   銭 
円   銭 

日

×5 

365 

日－ 

× ＋ －

＝ 円 銭(リ) 
円   銭 

日

60
100

60
100

( ) 

〔 〕 

〔  〕 〔  〕

〔     〕 

大 久 保 五 郎 
昭和３８ ４ １０ 

 ２７ ７ １
 ２７ ７ ３１ 

３１
２３
０

３８２，９００

６８，９２２
８，５００
５，０００
８，０００

４７３，３２２

 ２７ ８ １
 ２７ ８ ３１ 

３１
２３
０

３８２，９００

６８，９２２
８，５００
５，０００
８，０００

４７３，３２２

２７ ９ １
 ２７ ９ ３０ 

３０
２２
０

３８２，９００

６８，９２２
８，５００
５，０００

１０，０００

４７５，３２２

 
９２
６８
０

１，１４８，７００

２０６，７６６
２５，５００
１５，０００
２６，０００

１，４２１，９６６

１，４２１，９６６ ９２ １５，４５６ １５ 

１５，４５６ １５ 

２６，０００ ６８ ２２９ ４１
 

１，３９５，９６６ ９２ １５，１７３ ５４ 
１５，４０２ ９５ 



(Ｄ) 規則第 3条第 1項による金額 

（給与総額） （総日数） 

       円÷      ＝     円    銭 

①災害発生の日（平成  年   月   日）における

基本的給与の月額

    職給料表    級     号給 

②補償事由発生日（平成   年   月 日）にお 

ける基本的給与の月額

    職給料表    級     号給 

給 料 

扶 養 手 当 

地 域 手 当 
特地勤務手当又はへき地勤務手当 

計 

円

円

円

円

円

給 料

扶 養 手 当

地 域 手 当
特地勤務手当又はへき地勤務手当

計 

円

円

円

円

円

(Ｅ) 規則第 3条第 2項による金額 

（基本的給与の月額①） 

円÷30＝     円    銭 

(Ｆ) 規則第 3条第 3項による金額 

（基本的給与の月額②） 

       円÷30＝       円    銭 

(Ｇ) 規則第 3条第 4項による金額 

災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

（基本的給与の月額①） 

       円÷30＝       円    銭(ヌ) 

(ヌ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ )(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額

       円    銭(ル) 

      (ル) （総務大臣が定める率） 

       円    銭×     ＝       円    銭 

規 

則 

第 

3 

条 

第 

6 

項 

に 

よ 

る 

金 

額 

(Ｈ) 離職後に補償を行うべき事由が生じた場合の金額 

補償事由発生日を採用の日とみなして(Ｅ)の例により計算した額 

（基本的給与の月額②） 

円÷30＝     円    銭 

(Ｉ) 離職後に補償を行うべき事由が生じ、かつ、補償事由発生日が災害発生の日の属する年度の翌々年度以降 

 に属する場合の金額 

災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

（基本的給与の月額①） 

 円÷30＝     円 銭(ヲ) 

(ヲ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ )(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額

円 銭(ワ) 

    (ワ) （総務大臣が定める率） 

      円    銭×     ＝     円    銭

(Ｊ) (Ｈ)(Ｉ)以外の金額 

                   円    銭

(Ｋ) 規則第 3条第 7項による金額 

                    円 

(Ｌ) 法第 2 条第 11 項又は第 13 項による金額 

法第 2条第 11 項又は第 13 項の基準日における年齢    歳

最 高 限 度 額 

円 

最 低 限 度 額 

円

昭和 61 年改正法附則第 5条の規定によ

る経過措置の適用 

□有 □無

 2 平均給与額 

       円（     ）による金額 

＊ 平均給与額の算定内訳は上記のとおりであることを証明します。 

  平成   年   月   日 

            所 在  地 

所属部局の 名    称 

長の職・氏名         印

２９ ４ １

行（－） ３ ９３ 
３９１，０００ 

７０，３８０ 

４６１，３８０ 

４６１，３８０ １５，３７９ ３３ 

１５，４５７ Ｇ 

 ２９ １１  １ 

新宿区西新宿２－８－１ 

○○局○○部

部長  ○ ○ ○ ○ 

公
印

２７ １０ １ 

行（－） ３ ８５ 
３８２，９００ 

６８，９２２ 

４５１，８２２ 

４５１，８２２ １５，０６０ ７３ 

１５，４５６ １５ １．００ １５，４５６ １５ 

５３

✓ ６，７９２ ２５，６３０ 

１５，４５６ １５ 


